
 

豊川市鳥獣被害防止対策協議会規約 

                                          

（名称） 

第１条 本会は、豊川市鳥獣被害防止対策協議会（以下「協議会」という。）と

称する。 

（目的） 

第２条 協議会は、野生鳥獣による農林業の被害の防止のための施策を総合的

かつ効果的に推進し、もって農林業の発展及び地域の振興に寄与することを

目的とする。 

（事業） 

第３条 協議会は、第２条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 野生鳥獣の生息状況及び野生鳥獣による被害状況調査に関する業務 

(2) 野生鳥獣による被害防止対策に関する業務 

(3) 野生鳥獣による被害防止に係る普及啓発に関する業務 

(4) その他協議会の目的を達成するために必要な業務 

（組織） 

第４条 協議会の委員は、豊川市、ひまわり農業協同組合、愛知県東三河農林

水産事務所、豊川市猟友会、豊川市農業委員会、ジビエ利活用関係者及び地

域の代表者をもって組織し、１１名以内とする。 

 （任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長、副会長及び監事） 

第６条 協議会に会長１名、副会長１名及び監事２名を置き、会長にあっては

豊川市産業環境部長をもって充て、副会長及び監事にあっては委員の互選に

より定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表するとともに、協議会の会議（以下

「会議」という。）の議長となる。 



 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

４ 監事は、協議会の業務及び会計を監査し、その結果を総会において報告す

る。 

（会議） 

第７条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（事務局） 

第８条 協議会の事務局は、豊川市産業環境部農務課内に置く。 

（経費） 

第９条 協議会の運営に要する経費は、交付金その他の収入をもってこれに充

てる。 

（会計年度） 

第１０条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（その他） 

第１１条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、

会長が協議会に諮って定める。 

附 則  

この規約は、平成２１年３月２日より施行する。 

附 則  

この規約は、平成２２年５月１９日より施行する。 

附 則  

この規約は、平成２５年５月３１日より施行する。 

附 則  

この規約は、平成２８年５月２６日より施行する。 

附 則 

この規約は、令和元年５月２１日より施行する。 


